原子力災害による居住困難区域内等資産に係る固定資産税等の代替資産特例
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居住困難区域内に所在した固定資産の所有者等が，代替資産を取得した場合には，代替資産に係る固定資産税・都市計画税の軽減をする。


　避難指示区域のうち総務大臣が指定・公示した区域を居住困難区域という。
	代替資産
	代替取得期間
	取得場所の制限
	特例の概要

	住宅用地
	居住困難区域指定公示日

～

指定解除公示日から
一定期間が経過した日（※）
	なし
	取得後３年間は，住宅が未建築でも特例住宅用地とみなす。

	家屋
	
	
	取得後４年間は税額の1/2相当額，その後２年間は，税額の1/3相当額を減額する。

	償却資産
	
	災害救助法
適用区域内
	取得後４年間は，課税標準額を1/2とする。


※一定期間とは原則３ヶ月で，代替家屋の新築の場合は１年。
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居住困難区域について








